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源泉徴収 ･キャッシュフロー ･情報

一税 と社会保障の一体改革を展望 して-_､
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所得課税における源泉徴収はキャッシュフロ

ーの問題であると同時に情報と情報システムの

問題でもあるO特に,給与所得に関する源泉徴

収に関しては,年末調整で終了するために納税

者が税務署に直接申告 しない (情報を送らな

い)場合でも,源泉徴収票等のやりとりに伴う

情報の流れが存在する｡源泉徴収の特色は,柄

税義務者と課税当局以外に,源泉徴収義務者が

介在し,納税義務者 ･源泉徴収義務者 ･課税当

局の間で,キャッシュと情報のやり取りが行わ

れることである｡また,課税プロセスで必要と

なる膨大な情報の処理は,情報技術の利用によ

って理論的には可能になるが,そのためには情

報インフラ (狭義の-- ド面における情報シス

テムだけでなく,納税者番号制皮のようなソフ

ト面 ･制度面のインフラも含めて)が重要な役

割を果たす必要がある｡本稿は,給与所得に対

する源泉徴収における情報のやり取りに焦点を

当てつつ,源泉徴収や年末調整の機能と効果を

検討するとともに,税と社会保障の一体改革に

向けた問題の一端を考える試みである｡

Ⅰ 課税システムと情報フロー

以下では,まず,課税70ロセスにおける情報

の流れを明示的に考えつつ,源泉徴収を含む給

与所得への様々な課税方式の比較及び若干の関

連する問題についての検討を行っていくことと

したい｡課税方法の比較検討においては,キャ

ッシュフローのあり方とともに,情報の流れ

(以下では,｢情報フロー｣と呼ぶことにする｡)

がどのようになっているのかを考察する必要が
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ある｡情報の有無とその正確性は,課税の実効

性に決定的な影響を及ぼすからである｡

具体的な例 として,あるサラリーマン (C)
が企業 (B)から,ある期間にⅩの金額の給与

支払を受け,その給与に係る所得税を課税当局

(G)が微税するという状況を考える｡税率は

tであり, nの金額の所得控除が認められるO

このnは,例えば,Cの扶養家族の人数によっ

て決まるものとする｡すなわち,BがGに支払

う所得税登別ま

t(X-n)

となる (一般的には,tは必ずしも一定と考え

る必要はなく, tを所得税負担を算出する関数

を示 していることにしてもよい｡また, nにつ

いても,必ずしも人的控除に限定する必要はな

く,当該サラリーマンの所得税負担に影響する

サラリ-マン個人に関する情報一般であると考

えもよい｡なお,この場合,租税の関数の形と

しては,t(X, ∩)と表示する方が適切であ

ろう｡以下では便宜上, t(Ⅹ-∩)(tとnは

定数)という特別な場合について議論を進めて

いくこととするが,関数形をより一般的なもの

にしても議論の内容は変化しない｡)｡

図 1を参照されたい｡図 1は,CがGに申告

見 1 キャッシュフロ-と情報フE)-

BからCに給与Xを支払い,CがGに申告納税

キャッシュフロー †I報フロー

G
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納税す る (源泉徴収や年末調整 は行 われ な

いo), という前提で描かれているO区【1の左の

図はこの場合のキャッシュフローを実線の矢印

で示 している｡すなわち,BからCにXの給与

が支払われ,CはⅩの給与支払に係る所得税額

であるt(X-n)をGに納付するO院 1の右

の図は,その際の情報フローを示している｡情

報フローは,点線の矢印で表されているoまた,

情報の内容は ( )で囲んだ中に示されている｡

BとCの間では,給与水準Xについての共通認

識があるはずだから,BとC間の矢印は相互に

向いている｡また,CはGに対して,自分の給

与についての情報 と扶養家族についての情報,

すなわち (Ⅹ, ∩)を開示することになる(1)0

CからG-の点線の矢印は,申告書の提出に伴

う情報フローを示す｡

ここで,図における矢印の意味を確認してお

きたい｡キャッシュフローに関する実線の矢印

が例えば

p-Q

となっているとき,QはPに対して支払請求権

がある,ということを意味する｡同様に,情報

フローに関する点線の矢印が例えばPからQに

向いていれば,QはPに対して情報を開示させ

る権利を持つ,あるいは,QはPに対する情報

アクセス権を持つ,ということを意味する (例

えば,PはQに申告書を提出する義務がある,

ということは,情報ネットワーク上で考えれば,

QはPに対して,申告書に含まれる情報-のア

クセス権を持つ,ということであるO)O図 1に

おいては,GはCに対 して,Ⅹと】1についての

情報アクセス権 を持つ とともに, t(Ⅹ一11)

だけの金額の支払に対する請求権があることに

なる(2)｡

現行の日本の制度においては,サラリーマン

は給与に対する所得税を源泉徴収されており,

図2 年未調整が行われる場合

(源泉徴収が行われることは前提)

キヤノシュフロー 情報 フロー

かつ,多くのサラリーマンについては,勤め光

の企業 (源泉徴収義務者)による年末調整によ

って所得税の課税関係は終了する｡この状況を

示したのか図2である｡キャッシュフローとし

ては,Bが源泉徴収 した税額をGに納付 し,B

からC-は,税引き後の給与が支給される｡図

2において注目すべきは,情報フローである｡

給与水準に関する情報 〈Ⅹ)は,図 1の場合 と

同じく,BとCで共有されているが,BがCに

関する年末調整を行 うための計算をするには,

Cの給与に関する情報 (Ⅹ)だけでなく,Cの

扶養家族に関する情報 fn)を入手する必要が

ある｡言い換えれば,年末調整の仕組みが機能

するためには,BがCに関する個人属性情報を

Cから得る権限を持っていなければならない｡

また,図 1と図2を比較すると明らかなように,

Cに関する情報 (X,∩)は,図 1では,Cか

らGに直接流れるのに対 し,図 2ではCからB

を経由してGに流れる(3)｡ したがって,図 1

の場合は,BはCに関する個人属性情報 (n)

を入手する必要がなく実際入手 していないが,

図2の場ノ釧まそれを入手していることになる｡

図2におけるCからB-の情報7ロ- (n)

は,実際には,｢給与所得者の扶養控除等 (輿

動)申告書｣(4)の提出に相当している｡同申告

書には,控除対象配偶者の氏名 .生年月日･職

業 ･住所のほか,その年の所得の見積額 も記載

することが求められている｡配偶者の所得水準

によっては,配偶者控除の対象とならない場合

もあるか らである(5)｡同申告書にはまた,秩

養親族の氏名 ･続柄 ･生年月日･職業 ･住所 ･

その年の所得の見積額,さらに,家族に障害者

がいる場合はその旨を記載すること等が求めら

れている｡これらの情報は,企業が年末調整を

行 うために必要な情報であるが,従業眉に対 し

てこのように詳細な情報を企業に開示すること

を求めることが,個人のプライバシーの観点か

ら適切なものかどうかという論点はあり得よう

(従業員による企業への情報開示は,課税当局

による徴収確保の観点からだけではなく,企業

自体の観点からも一定のメリットがあるのかも

しれないが｡).

また,図2から,実効性ある課税方式として
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の年末調整方式の限界も見て取れる｡年末調整

の仕組みが有効に機能するには,Cがそのほと

んどの所得をB (という一つの企業)から得て

いる,という前提が必要である｡CがB以外の

企業等 (D)から所得を得ている場合,Dから

Cへの支払情報をBが得ることは困難であり,

Cの全所得に対する所得税額をBが精算するこ

とは不可能である｡人々の勤務形態が流動化す

るに従って,年末調整のみに頼った課税は次第

にその実効性を失っていく可能性が強い｡この

ように,現行の年末調整制度は,所得課税の中

で重要な位置を占めているが,企業の事務負担

という明示的な問題の他に,勤務形態の流動化

と70ライバシーに関連 した潜在的問題点を含ん

でいる(6)｡

図3 源泉徴収の機能

(利子には20%の源泉分艶課税が行われる前提)
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図4 源泉徴収と情報フロー
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次に,(年末調整 とは切 り離された)源泉徴

収の機能を確認するために,図3及び図4を参

照されたい｡ここでは,サラリーマン (C)が

企業 (B)から得る給与 (X)に刈する課税 と

もに,金融機関 (F)から得る利子 (良)に刈

する課税も示 している｡すなわち,まず,図3

のキャッシュフローを見ると,Bは給与Xから

Wだけの源泉徴収を行い,源泉徴収後の金頒

(Ⅹ-W)をCに支給する｡ここで,BはCに

関する個人属性情報 fn)を得ていないために,

源泉徴収額は最終的な所得税題 とは異なったも

のになっていることに留意されたい｡Bによる

源泉徴収後,CはXに対する最終的な所得税額

(t(Ⅹ-n))と源泉徴収額 (W)の差額 をG
に申告納付する (なお,源泉徴収された額が最
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終的な所得税額よりも大きい場ノ釦こは,申告に

よって還付が生 じるOこのため,図3における

GとCとの間の矢印は両方向に向か ってい

る｡)｡また,CはFからRの利子を得 るが,利

子には20%の源泉分離課税が適用されるので,

Cが得 る税引き後利子は08Rである｡このよ

うに源泉徴収があると,BやFからGへのキャ

ッシュフローが生 じる点で,源泉徴収なしの申

告納税のケース (図 1)とは状況が大きく異な

る｡

次に図4で源泉徴収が行われる場合の情報フ

ローを確認すると,まず,給与Xに関しては,

Cから,(X, ∩,W)の情報を含んだ申告が

Gに対して行われるOここで,源泉徴収Wにつ

いての情報を除 くと,状況は図 1の申告 と同じ

である｡このように,(年末調整を伴わない)

源泉徴収自体はキャッシュフローに関する仕組

みであり,CとGの間のXとIlに関する情報フ

ローについては,申告納税の場合 と基本的に変

わ らない｡特 に,Cに関す る個 人属性情報

(∩)は,Gのみが入手 し,Bは入手 しない(7)0

なお,利子Rについては,源泉分離課税の適

用が想定されているため,FからGへは,個々

のCに対 していくらの利子を払ったかの情報を

送る必要は原則としてない｡また,CからGに

Rに関する情報を提出する必要もないOこのよ

うに,源泉分離課税は年末調整同様,CとGと

の間の情報のや り取 りを不要にするが,さらに,

個人別のRに関するFからGへの情報伝達も原

則 として不要にす る(8)｡このことは,利子に

刈する源泉分離課税が一律20%であることによ

って可能になっている｡

図 1と図4の情報フローを比較 した場合の大

きな違いは,図4においては,BからGへの情

報の流れがあることである｡この情報の流れは,

源泉徴収Wに伴 うキャッシュ7ロ-自体によっ

て必然的に生 じるものではない｡これは,給与

に関する源泉徴収票がBからGに送付される仕

組みに伴って生 じる情報の流れである｡Bから

Gへの,Cの給与水準Xに関する情報 〈Ⅹ(C)),

及び ｢Cから源泉徴収した金額｣に関する情報

〈W(C)書の流れは,源泉徴収そのものではなく,

源泉徴収票のような支払調書の存在によって生
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図5 支払調書の機能

じるのである｡

給与の支払調書そのものの情報機能に関 して

は,函5を参照されたい｡図 5においては,必

ず しも源泉徴収の存在を前提 とせず,支払調書

のみが存在 した場合の情報フローが示されてい

る(9)｡支払調書の存在 自体 は,キャッシュ7

ロ-には影響 しないが,情報フローを変える｡

申告納税の場合であっても,支払調書があれば,

すなわち,斑1に図 5を組み合わせれば,課税

の実効性が向上すると期待される｡支払調啓の

存在によって,GはXに関する情報を,Cだけ

でなく,Bからも得 られるからである｡

表 1 情報の入手先

･課税当局 (G)が.各種T+戟をc(納税者)から得る
のか,企業 (B)(又は金融機関 (F))から待ている
のか?

課税方式 X(取引情報)∩(個人属性信幸即 W(源泉徴収)

確定申告 C C なし
支払調書 B&C C なし
源泉徴収* B&C C B
年末調整 B B B
源泉分鞍** F 不要 F

*年末調整のない源泉徴収を想定している｡
**利子に対する源泉分離課税を念頭にaEいている｡

課税当局Gが各種の情報をどのような主体か

ら得ているのかを一覧表にしたものが,表 1で

ある｡ここでは,Ⅹ(給与額等の取引情報),n

(扶養家族数等の個人属性情報),W(源泉徴収

に関する情報)が,それぞれどの主体から得 ら

れているのか, という基準によって各種の課税

方式を比較 している｡表 1に示されている課税

方法のうち,下のものほど源泉徴収義務者の機

台削こ依存する度合いが大 きくなる｡ また,実際

には,これらの課税方式は,重複 して適用され

ることも多いO

表 1から分かるように,支払調書なしの確定

申告方式は,給与に関する情報 (Ⅹ)杏,それ

を開示 したくないCか らしか入手できないため,

その実効性に限界がある (なお,本稿の事例で

は明示 していないが,Bは,法人税の計算上,

支払給与Ⅹを損金にできるので,(Ⅹ)を課税

当局に開示するインセンティブがある｡)｡また,

年末調整方式については,Cの個人属性情報

〈n)をBか ら入手す ることになるが,プライ

バシーの問題はあるかもしれない｡なお,Cは

(n)をGに開示す ることで所得税負担が減少

するので,開示のインセンティブはある｡ した

がって,年末調整を伴わない源泉徴収方式にも

一定の実効性はあると考えられる(川)｡

表2 税の支払と情報提供

課税当局 (G)が,企菓 (B)又は納税者 (C)から,
どのように税の支払と情報提供を受け取っているの
か?

課税方式 キヤ ソシユフロ- 情報フロ-
B C B C

確定申告 - t(X-∩) (X,∩)
支払調壬 - t(X-n) 1x) (X,n)
源泉徴収* W t(X-n)-W 〈x.W〉 †X,n,W〉
年末調整 t(X-n) lX,∩,W〉 -

*年末調整のない源泉徴収を想定している｡

各種の課税方式において,GがBやCから,

どのような税の支払を受けるとともに, どの士

うな情報を受け取っているのかをまとめたもの

が,表 2であるO表 2からも,支払調書なしの

碓走申告方式の実効性に問題があることが見て

取れる(ll)Oこの実効性の問題は,情報フロー

面では支払調書の導入(12)により,キャッシュ

フロー面では源泉徴収の導入により,対処する

ことができる｡ しか し,源泉徴収に年末調整を

組み合わせ る方式は,Cに関するすべての課税

情報をBに集中する必要があるので,適用範Efl

の限界とプライバシーの問題を生 じるほか,C
とGとの直接のや り取 りをなくしてしまうこと

で,納税者意識の滴壷を妨げるおそれがあると

いう論点 もあるのかもしれない｡

ⅠⅠ 納税者番号導入の意義

納税者番号制度については,長い議論の歴史

があるが,今後,その導入に向けた具体的検討

が着実に進展 してい くのではないかと期待され

る｡納税者番号が導入される場.釧こは,プライ

バシー保護には十分配慮 しつつも,番号の広範

な利用 (民間利用を含む｡)を可能にす ること

が望ましい｡仮に,番号の利用範囲が厳 しく限

定されてしまえば,国民はそのメリットを十分
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に享受することができない｡また,今後,雇用

の流動化が進展し,企業の年末調整だけに依存

することが困難になった場合に備え,課税情報

を効率的に収集 ･整理し,源泉徴収と並行 して

正確な課税 ･徴収を行 うためのツールとして,

納税者番号は重要な役割を果たすことが期待さ

れる｡

納税者番号が導入される場.飢こは,それが利二

会保障給付のためにも利用されることが望まし

い｡こうすることによって,納税者番号は課税

当局が課税情報を効率的に収集して脱税などの

不正を予防するために役立つ (税の捕捉率の向

上)だけでなく,社会保障給付を受ける権利の

ある人が受けられない場合があるという,言わ

ば,社会保障の捕捉率の問題への対処にも役立

てることができよう｡この点に関連 して,｢平

成22年度税制改正大綱｣においては,｢社会保

障 ･税共通の番号制度の導入を進めます.｣と

の記載がある｡

納税者番号の導入に関しては,個人のプライ

バシー保全の観点から,その導入に消極的な意

見が出されることがある｡ しかし,現行の年末

調整方式にもプライバシーの問題がある (特に,

年末調整の実施のために,納税者がその詳細な

個人属性情報を企業に提出することが求められ

ている｡)｡また,納税者番号は各人ごとの課税

と社会保障給付を正確かつ整合的に行 うために

必要であるばかりでなく,個人情報の自己管理

という面からもその導入が期待される｡すなわ

ち,一元的な番号制度がないと,個人が自分の

税負担や社会保障給付を包括的に把握すること

が困難であり,自己に関する情報の自己管理が

できていないことになる｡7ウライパシー保全の

見地からは,どの機関にどこまで情報アクセス

権を付与するかをきちんと定めるとともに,情

報アクセス制限がきちんと守られているかどう

かを第三者機関等によって監査する仕組みを構

築することも必要となろう｡仮に,このような

前提条件が満たされ,プライバシー問題への対

応が十分に行われるのであれば,納税者番号

(という名称を用いるかどうかは別 として,何

らかの番号制)の導入を進めないという選択は

もはやあり碍ないであろう｡
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ⅠⅠⅠ 長期的観点からの検討

納税者番号が導入され 納税者の取引情報が

課税当局によってかなり正確に把握されるよう

になった場合に,所得再分配政兼の実効性や納

税者の7ウライバシーの問題を踏まえつつ,どの

ような税 と社会保障の一体改革が可能になるの

か,という点について,若干の提案を試みたいC

以下では,まず,地方自治体に情報を集中(13)

して,地方自治体から社会保障給付を行う仕組

みを提案 し,その後,更に,所得税を完全に比

例税化するという (かなり大胆な)提案を行っ

てみることにしたい(14)

以下の提案を行 うに当たって,本稿では,個

人の情報を完全に集約できるのは,その本人の

みであるペきだという価値判断を置いている｡

個人情報の自己管理原則である｡また,情報ネ

ットワークにおけるデジタル情報を,納税者番

早 (あるいは社会保障番号)をもとに,個人別

に整理することが可能になった場合,その技術

を税 ･社会保障システムの効率化に利用すべき

である,という価値判断も置いている｡納税者

番号が存在 して,それを鍵に情報ネットワ-ク

上に存在する個人情報を個人に集中することが

できれば,国税当局 ･地方自治体等(15)の機関

がそれぞれに必要な情報のみを当該個人から収

集する(16)ことで,各個人からの公的負担 (税

･社会保険料負担等)の徴収や各個人への公的

給付 (社会保障給付等)が,効率的に,かつ,

プライバシーの問題を引き起こすことなく実現

できるであろう｡

図6 地方自治体への情報集中日)

(キャッシュフローのイメージ図)

X E二g讐方自治体'
･G (ER 山Jl)

t(X-∩)W

図7 地方自治体への情報集中(2)

(情報フJ3-のイメージ図)
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図6とEE7を参照されたい｡ここでは,Ⅰで

検討 した ｢サラリーマンCが企業BからXの給

与支払を受け,税率 t,控除額 nで計算される

所得税額 t(Ⅹ-∩)を国税当局Gに納税する｣

という状況に,地方自治体Lを加え,Lは地石

税 (住民税は,税率 gの比例税で, 1年前の所

得をもとに課税されるものとする｡)を課すと

ともに,Eの水準の社会保障給付を行 う,とい

う前提を置いている｡図6と図7は,情報 (X,

∩)をLに集中させるという前提で,キャッシ

ュフローと情報フローのイメージ図を描いたも

のである｡個人属性情報 in)も含めて地方自

治体に集中することは,現行の仕組みにおいて

既に ｢住民基本台帳｣という形で地方自治体が

住民の個人属性情報を把握 しているという状況

とも整合的であろう(17) (なお,実際には,住

民税に関しても源泉徴収が行われるべきである

が,図6,図7においては,住民税の源泉徴収

に関するキャッシュフロー ･情報フローは明示

されていない｡)0

まず,国税 (所得税)は,Bから源泉徴収さ

れる(18)が,その後CはGに申告 ･納付 して,

本来の所得税額 と源泉徴収額の精算を行 う｡C

がGに提出した情報 (X,∩)は,Lに送付さ

れ Lはその情報をもとに,社会保障給付額E

を算出(19)し,住民税額 gX_.との差額(20)を給

付 (又は徴収)する (ここでは,住民祝はCか

ら直接徴収されることになっている｡課税の実

効性のためには,現行制度のとおり,Bから徴

収する仕組みとすべきであろうが,前述のとお

り,この点はEg6,7には明示 されていな

い｡)｡所得水準の低い納税者には,当然,給付

が生 じる(21)｡この給付は,前年の所得 と扶養

家族数などの情報に基づいて計算され,国税が

毎月源泉徴収されるCの口座に毎月給付するこ

とも可能であろう｡

図 6,図 7の方式は,納税者Cの勤務する企

業が複数であっても,機能し得る｡例えば,C
がBlとB2の二つの企業からそれぞれXl,

x2の給与を得ていた場合,Gは二つの企業か

ら源泉徴収を行 うとともに,Cの全所得 (Xl

+x2=X)に関する情報をLに通知するOま

た,GがCの全所得を把握できる以上,所得税

図8 地方自治体への情報集中(3)

(国税の比例税化のイメ-ジ図)

(地方自治体)

+tn-g X_ .

三 雲 ': (国税当局)
0

図9 地方自治体への情報集中(4)

(国税比例税化と情報フロー)

(地方自治体)
tx(C))

C--一一日日日一一--･G(国税当局)
(X)

率を累進的に設定することも当然のことながら

可能である｡

さらに,構想を一歩進めて,国税 (所得税)

を比例税とした場合のキャッシュフローと情報

フローが図8と図9に示されている｡国税 (節

得税)は比例税 (税率一定で所得控除もない｡)

であるから,簡単な源泉徴収で完了し,サラリ

-マンCは国税当局Gには申告も納税 もする必

要がないoもちろん,事業所得者については,

GはXに相当する情報を得 られないからGへの

申告が必要である｡Gは法人(22)と事業所得者

からの申告によって,給与所得者への給与所得

支払金領をその納税者番号とともに把握するこ

とになる.Cは,地方自治体Lに対して,所得

と扶養家族に関する情報 〈X,∩)を提出し,

住民税 との精算後の給付を受ける｡

図10 地方自治体への情報集中(5)
(比例的な国税 ･地方税の一括徴収)

(地方自治体)

gX

(国税当局)

図8,Eg19では,国税における控除はなくな

るが,それに相当する金額の給付 (txn)が

LからCに支払われる｡この結果,所得税の控

除を,基礎控除も含めて ｢給付つき税額控除｣

とするのと同じ効果が生 じる(20｡図 8,図 9

のような仕組みでは,低所得者への給付は効率

的にできても(24),高所得者に累進的な課税を

行 うことが困難になるかもしれない｡その場合

は,一定以上の高額の給与所得者に関しては,
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完全な比例税ではなく,一定の割増税率を適用

する仕組みを導入することもあり得る (この場

合も,あくまで,特定の事業所における給与支

払金額のみに依存して剖増税率を決めるので,

事後的な調整は必要になる｡)｡また,図10のよ

うに,国税当局が地方税部分も含めて源泉徴収

することも考えられる｡この源泉徴収率を十分

高くセットすれば,地方自治体Lは基本的には,

給付 (低所得者には比較的大きい金鼠 中所得

者には比較的ノトさい金額の給付)を行って,少

数の高額所得者についてのみ,給付額をマイナ

スにする (追加的に微税する)という仕組みも

考えられる｡

以上のような仕組み (特に,図8以下の仕組

み)は,あくまでも,納税者番号制度などのイ

ンフラが整った前提での,長期的な観点からの

提案であって,近い将来に導入できる可能性が

あるものではないであろう｡また,図6-図10

で示した提案においては,個人情報が地方自治

体に集中することになるが,地方自治体の職長

も当該自治体の住民であることから,国の機関

の場合よりもかえってプライバシー保全上の問

題が深刻になる場合があり得る,という懸念も

あり得る｡さらに,実務的 ･政治的な問題点も

数多くあると考えられる｡しかし,たとえ様々

な問題を含んでいたとしても,これらの提案が,

情報システムと税 ･社会保障の機能を基本的観

点から検討する際の何らかの手がかりになるこ

とがあり得るならば幸甚である｡

なお,2008年より介護保険料に加えて,国民

健康保険料 ･後期高齢者医療保険料の公的年金

からの引き落とし (特別徴収)が導入された｡

また,2009年10月より,個人住民税の公的年金

か らの引き落 とし (特別徴収)が開始 され

た(25)が,これらは,社会保険庁 と地方公共団

体の情報システムの一定の接続を背景として実

現したものであり,税と社会保障の一体改革に

向けての動きとして,積極的に評価することが

できよう｡今後,このような動きが更に促進さ

れ,より完全な一体化によって,国民の利便性

の向上と行政効率の改善が実現することが望ま

れる｡
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ⅠⅤ 結語 :税 と社会保障の一体改革

と情報

情報の問題は政府ク通 勤の効率化の上で極め

て重要であり,情報技術と情報ネットワークの

活用は,税と社会保障の一体改革を実現するた

めの大きな鍵であるOなぜなら,情報システム

(情報技術 と情報技術の活用を可能にする社会

的インフラ)の活用によって,所得再分配政策

の実効性を向上させる,言い換えれば公平性の

実現に向けてのプロセスを効率化Lかつ簡素化

させることができる可能性が開けるからであるく

その際,納税者番号の導入が大きなポイントと

なる｡納税者番号の導入に向けての検討は,令

後急速に具体化していく可能性があるが,納税

者番号の意表を ｢給付つき税額控除｣の導入と

いった小さな論点に結びつけなければならない

必然性はない(26)｡

納税者番号 (あるいは社会保障番号)は,秩

と社会保障の一体改革とプライバシーの問題も

含めた電子政府のあり方という大きな枠組みで

検討すべき課題であり,納税者番号のシステム

は,税と社会保障の一休改革に資する汎用的な

機能を実際に発揮できる仕組みとして構築すべ

きである｡その際にも,企業 (源泉徴収義務

者)からのキャッシュフローによって徴収の実

効性を確保するための手段としての源泉徴収は

引き続き重要な役割を果たしていくであろう｡

しかし,納税者番号が導入されて以降の年末調

整のあり方については,情報や7ウライパシーの

観点から抜本的に見直すこともあり得るのでは

ないか｡また,一般に,課税ポイントを個人で

はなく,企業とすることは,徴収の効率性の観

点だけでなく,個人のプライバシーを当局から

保全するという観点からもこれを評価すること

ができよう｡他方,社会保障給付に関しては,

各人が自己の判断で個人情報を当局に開示して

給付を請求するかどうかを決めることができる

のであるから,個人情報の自己管理という観点

と整合的であろう｡

各人の租税負担額や社会保障給付額の決定に

は,各人の取引情報とともに,個人属性情報が

必要となる｡これらの情報がネットワーク上に
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存在 し,各人に付 された納税者番号 に よって収

集 ･管理 で きる とすれば, その主体 は当該個 人

であ るべ きであろ う｡納税者番号 は,各人が 自

分 の個 人情報 を収集 ･管理 す る手段 として捉 え

るこ とがで きるのであ る｡ もちろん, 当該個 人

以外 の機関に対 しては,個 人情報へ のア クセス

制 限 を設け るこ とがプ ライバ シー の観 点か ら必

要 であ る｡ プ ライバ シーの問題 をク リア しつつ,

実効 性のあ る税 ･社会保 障 システム を機能 させ

るためには,課税 に必要 な取引情報 を課税 当局

に集 中 し,源泉徴収 をで きるだけ利用 して徴税

の確保 を図 るとともに,各人が 自分 の管理下 に

あ る個 人属性情報 を提 出す るこ とで,税額 の精

算 と社会保 障の受給 を行 える仕組 みが望 ま しい

と考 え られ る｡ この場合,個 人情報 を扱 う機関

に対す る第三者 による監査 の仕 組み (チェ ック

体制) を整 えてお くこ とも重要 であ ろ う｡

*本稿は.2009年12月に開催された第4匝l所得課税検

討委月合 (アコー ド租税抱合研究所)における報告

をもとにしたものである｡本稿の作成において,所

得課税検討委見合でいただいた多くのご意見や コメ

ントを参考にさせていただいた｡言うまでもなく,

本稿に残 り得る誤 りについては隼者の兼任である｡

〔参考文献)
･Graetz,Mlchaeり (2008),looMILl70"Un7TeCiSSary

ReLurns ASけ/ゆIe.Fa書r,aナIdCo,)かlehensweTax

pzan/or Lhe U7uled SLa/es,(Yale UnlVelSlty

PT-eSS)

･Kaplow,Louts(2008).TJleTILeOTy0/7加 Lz'07Za′ld

FWLtcFt†2071Ce,(PrincetonUnlVerSltyPress)

･｢平成22年度税制改正大網｣(平成21年12月22EI)
･森信茂樹 ･,ト林洋子 (2009)｢記入済み申告制度 納

税者利便のための納税名番号の活用｣r国際税制研

兜J第22号
･吉村典久 (2009)｢給付つき税袋控除 と所得棲除J

r税研J第145号
渡辺智之 (2001)rインターネ ントと課税システムJ

(東洋経済新報社)

･渡辺智之 (2007)｢取引と勘定 情報の観点からの課

税方式分類の試み｣rジュリストJNo1329
渡辺智之 (2008)r所得税軌 まマイナスになりうる

か ? いわゆる ｢給付つき税額控除｣の問題点｣r租

税研究J 2008年9月号

･渡辺智之 (2009)｢納税者番号と税 ･社会保障の一体

改革｣r租税研究J (2009年11月号)

〔注〕

(1) 給与についての情報 〈X)は,金額Xだけではな

く.その金額が給与所得であること,支払時M,支

払着 くB),受収老 (C)についての情報も含む｡こ

こでは.表記の向喪性を重視 して,これらをまとめ

て IX)と表示している｡扶養家族についての情報

(nlに関しても,同様であI),扶斐家族の数につい

ての情報だけでなく,その年齢等の情報も含む｡

(2) 一般には,支払騎求機 と情報7クセス権は, P と

Qが互いに持ち合っていた方が (すなわち,実線と

点線の矢印の向きが逆である場合の方が),訣税シス

テムの実効性は高くなると考えられる｡

(3) 図2の情報7ロ-の図において,BからGへ耽れ

る情報が fX(C),∩(C))と,(C)が付されているの

は,Gにとって,情報がCから来た場合はそれがC

に関するものであることが分かるのに対し,B経由

で来る場合は,その給与や扶養家族に関する情報が

Cのものであることが明示されている必要があるか

らである｡

(4) 同申告雷は.その年の敢初の給与を受ける前日ま

でに ｢給与の支払者｣に提出することが苛められて

いる｡

(5) また,配偶者の所得水車によっては,配偶者特別

控除の適用のされ方も異なってくるが,これについ

ては別途 ｢給与所得者の保険料控除申告書 兼 給

与所得者の配偶者特別控除申告啓｣の提出による情

報提供が求められる｡

(6) なお.年末調整に伴 う情報の洗九については.G

からBへの猛れも重要な機能を果たしている可能性

がある｡例えば,毎年の税制改正に関する情報は.

Gから源泉徴収義務者であるBに対 して,r年末調整

説明会｣といった形で伝達され,これによって,個

々のCに詳細な情報を怯えなくても正確な駁税が実

現できる,というメリ ントがあるのかもしれない｡

したがって,仮に将来,年末調並を廃止するとした

場合には,このような情報の漁れによる効果が期待

できなくなるので,所得税軌の佃乗化に対する要請

は一層高まることになる｡

(7) アメリカにおける給与所得の源泉徴収はおおむね

このようなものではないかと考えられる｡

(8) 情報フローに関しては,源泉分姓課税とiYi焚税の

間に薙似点がある｡課税方法としての両者の蘇似性

については,拙稿 (2007)を参照されたい｡

(9) なお.E215に示されているように.支払朗杏は利

子の支払についてもあり得る｡アメリカではこのよ

うな仕組みを前提に,利子-の総合課税 (CからG
に IX,R)の情報フロー (申告)があ り.(Ⅹ+
R)全体への課税が行われる｡)が可能になっている｡

このような稔合課税の実効性を支えているのが,B

やFからGに送付される (電子化さJrLた)支払訴答

及びそれらを突合するための社会保障番号制度であ

る｡

oo) この他の課税方式として,北欧韓国などで導入さ
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れている ｢記入済み申告｣方式があるが,これにつ

いては,森侶 ･小林 (2009)及び拙稿 (2009)を参

照されたい｡

(川 したがって,申告納税方式をとらざるを碑ない事

業所得課税については,その実効性にどうしても限

界がある｡

(12)支払詞番が導入された場合,GはBから得る支払

調書 (源泉徴収票)とCから得る確定申告督情報を

突合することができる｡さらに,もし,納税者番号

が源泉徴収票と申告杏に記載されていれば,突令作

業は効率的になる｡さらに,これらの情報が電子化

されている場合には,突合作弟は,ほぼ自動的に行

えることになろう｡

(13)地方自治体が集中できる情報は,あくまでも当該

自治体の住民に関する情報であり,全国レベルの情

報ではない｡しかし,地方自治体による個人情報保

有に対しても,警戒は必要であろう｡その場合,也

方自治体による情報の保有 .利用状況に関しては,

住民による自己の個人情報管理を可能にするための

仕組みを導入するとともに,地方議会等が監査機能

を果たすことが求められようOもちろん,情報セキ

ュリティーについての配慮も必要である｡

(14)なお,r平成22年度税制改正大綱｣では,｢社会保

険料徴収の機能を国税庁に統合 して,歳入庁を設置

する方向で検討を進める｣旨の大胆な方針が打ち出

されている｡

(15) このほかに,社会保障当局があり得る｡今後,国

税当局と社会保障当局の機能が統合されて ｢歳入庁｣

となることもあり得るが,その場合でも,長期間の

個人情報を保有する公的年金部門や医府に関する個

人情報を保有する公的医療保険部門は,プライバシ

ー保全の観点からは,情報システム上は何らかのフ

ァイヤーウォールで守られるとともに,適切なガバ

ナンスの仕組みを導入する必要はあろう｡

(16) ただし,所得情報のように,個人が当局に穣極的

に開示するインセンティブのない情報については,

極力,源泉徴収義務者をはじめとする第三者から情

報収集できるようにすることが必要である｡

(17) ｢住民基本台帳｣のデータを活用すれば,社会保障

給付額Eの水準を,個人の所得でなく,世帯の所得

に結び付けて決定することも可能である｡

(lS) この場合の源泉徴収嶺は,給与水準のみに依存し,

納税者の個人情報に基づかない,概算的な金額であ

るものとする｡したがって,Cは,自己の個人情報

(n)杏,Bに対して開示する必要はないO

(19) Eの算出に当たっては.Lが固定資産税課税から

得る資産情報を考慮することもあり得る｡また,E
の給付と固定資産税を相殺することや,国民年金保

険料等を相殺することも可能であろう｡

伽) 現行制度では,住民税は 1年前の所得をもとに課

税されているので,Xに-1の添え字をつけている｡

Cu) 納税者番号の存在により,低所得の住民も,地方

自治体によってすべて把握されているから,低所得
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であるにもかかわらず給付が得られないことはない

はずである｡

位2)所得税の確定申告義務は,プラスの税額が存在す

る場合に生 じる (所法12rl,kl項)のであって,納税

額がなければ確定申告の幾藩はない｡還イTJを受ける

ための申告 (所法122粂)や確定硯失申告 (所法123

条)は.申告皆を ｢提出することができる｣とされ

ているのであって,提出の義務はない｡これに対 し

て,法人税の確定申告は赤字法人であっても提出し

なければならない (法法74粂)0

¢》 所得税から所得控除をなくしてしまうことには,

問題があるかもしれないBこの点については,吉村

(2009)を参照｡

伽)低所得者でも,プラスの所得があれば所得税の源

泉徴収を受けるが,それ以上の給付金が同じタイミ

ングで支給されるようにすれば.問題はないであろ

う.

鮒 ただし,介讃保険料が年金から引き落とされてい

ない場合や引き落とされる個人住民税額が老齢基礎

年金の額を超える場合は適用されない点で,まだ不

完全なものである｡

¢6) ｢給付つき税額控除｣の考え方そのものについては,

拙稿 (2008)でその間顧慮を指摘した｡
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